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　自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源

（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対象表示した一覧表です。

　地方公共団体の決算が、一会計年度の収入、支出の状況を表しているのに対し、貸借対照表は今まで

に蓄えられた財産の状況や将来に負担しなければならない借入金の状況などを全体的に把握することが

できます。

　平成１８年６月に「行政改革推進法」が成立し、各地方自治体は資産や債務の実態を把握し、適切な資

産・債務管理につなげるとともに、住民への積極的な情報開示をめざした公会計改革に取り組むことと

されました。

　従来の市の決算情報は現金収支のみについて着目した「現金主義・

単式簿記」で作成されていましたが、公会計改革により民間企業のよ

うに「発生主義・複式簿記」の手法を用いることで、資産・負債等の

ストック情報を把握することができ、今まで以上に多面的な財政分析

が可能となり、今後の財政運営の指針として活用していくことができ

ます。

　本市では総務省より示された総務省方式改訂モデルに従って、財務

書類４表を作成しました。

１．公共資産
　①有形固定資産

　（土地、建物、道路、公園、車両など）

　②売却可能資産

　（行政サービスに利用していない資産で、

　  売り払い可能なもの）

２．投資等
　（出資金、貸付金、基金残高など）

３．流動資産
　（現金、財政調整のための基金など）

資産合計（借方）

151,048
147,135

3,913

13,261

7,401

171,710

１．固定負債
　（債務の返済期限が翌々年度以降のもの）

２．流動負債
　（債務の返済期限が翌年度のもの）

負債合計

純資産合計
（過去および現世代が既に負担して、

   支払が済んでいる資産）

負債および純資産合計（貸方）

44,285

5,097

49,382

122,328

171,710

貸借対照表 （単位：百万円）

市民一人当たり 資　産 １３９万円 負　債  ４０万円 純資産 ９９万円

（平成２５年３月３１日現在）

一般会計及び自家用有償バス事業特別会計の合計です。

 平成２５年３月３１日（平成２４年度末）としています。

 昭和４４年度以降の決算統計の数値を基礎としています。

平成24年度普通会計の財務書類4表を作成しました

新地方公会計制度
     による財務書類

財務書類の作成基準

お知ら
せ

します
!

普通会計の範囲

作　成　基　準　日

作成基礎データ

貸借対照表
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　４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行

政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資

産形成に結びつかない行政サービスに係る経費

（経常行政コスト）と、その行政サービスの対価

として得られた財源（経常収益）を対比させた財

務書類です。

　「経常行政コスト」から

「経常収益」を差し引いた

ものが、「純経常行政コス

ト」となり、市税や地方交

付税といった一般財源など

で賄わなければならないコ

ストを表します。

　貸借対照表の純資産の部の数値が、１年間でど

のように変動したかを表している計算書です。

　純資産の部は今までの世代が負担してきた部分

ですので、１年間

で今までの世代が

負担してきた部分

が増えたのか減っ

たのかがわかるこ

とになります。

　行政活動を資金の流れから見たもので、性質の

異なる３つの区分に分けて表示した財務書類です。

　「経常的収支の部」には、人件費や物件費など

の支出と税収や手数料などの収入が計上されてお

り、日常の行政活動による資金収支の状況が表示

されています。

　「公共資産整備収支の部」には、公共資産の整

備などによる支出とその財源である補助金、借入

金などの収入が計上されており、いわゆる公共事

業に伴う資金の使途と、その財源の状況が表示さ

れます。

　「投資・財務的収支の部」には、出資、貸付、

基金の積み立て、借入金の返済などによる支出と

その財源である補助金、借入金、貸付金元金の回

収などの収入が計上されており、投資活動や借入

金の返済（財務活動）による資金の出入りの状況

が表示されます。

37,470
8,138

10,891

17,726

715

1,178

36,292

経常行政コスト
１．人にかかるコスト
　（人件費、退職給与引当金など）

２．物にかかるコスト
　（物品購入、光熱水費、修繕費、減価償却費など）

３．移転支出的なコスト
　（社会保障給付、補助金など）

４．その他のコスト
　（市債の利子など）

経常収益
（使用料、手数料、負担金など）

純経常行政コスト

行政コスト計算書 （単位：百万円）

122,756

△36,292

35,777
28,217

7,541

19

87

122,328

期首純資産残高

純経常行政コスト

財源調達
　一般財源

　（市税、地方交付税など）

　補助金等受入

　（国・県補助金など）

　臨時損益

　（災害復旧費、資産売却損益など）

資産評価替・無償受入

期末純資産残高

純資産変動計算書 （単位：百万円）

2,027

9,195
30,876
40,071

△1,715
6,023
4,308

△7,730
9,890
2,160

△250

1,777

期首歳計現金残高

１．経常的収支
・人件費、物品購入、社会保障給付などによる支出

・市税、地方交付税、国県補助金などによる収入

２．公共資産整備収支
・公共資産の取得などによる支出

・国県補助金、市債発行などによる収入

３．投資・財務的収支
・市債償還、貸付金、基金積立などによる支出

・貸付金回収、公共資産売却などによる収入

当年度歳計現金増減額

期末歳計現金残高

資金収支計算書 （単位：百万円）

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）行政コスト計算書

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）純資産変動計算書

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）資金収支計算書


